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愛監査発第 16 号 

令和５年８月 18 日 

 

 

愛南町長 清 水 雅 文 様 

 

                    愛南町監査委員 西 村 信 男 

                       同    原 田 達 也 

 

 

令和４年度愛南町上水道事業会計 

決算審査意見書の提出について 

 

  地方公営企業法第 30 条第２項の規定により、審査に付された令和４年度愛南町上水

道事業会計決算書、その他政令で定められた書類・証書類の審査を終了したので、別紙

のとおり意見書を提出します。 
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令和４年度愛南町上水道事業会計決算審査意見書 

 

 

１  実施日 

    令和５年６月 28 日(水) 

 

２  審査の対象 

     令和４年度愛南町上水道事業会計決算(令和４年４月１日～令和５年３月 31 日) 

決算報告書、その他附属書類及び証書類 

     

３  審査の方法 

審査に付された決算報告書及び附属書類が、地方公営企業法の規定に従って作成さ

れ、かつ、その経営及び財政状態の表示並びにその運営が適正に行われているかどう

かについて、関係諸帳簿、証拠書類等と照合しながら検証するとともに、審査に当た

っては必要に応じ経営内容及び事務の処理状況等についても関係職員の説明を聴取し

て実施した。 

 

４  審査の結果 

審査に付された決算報告書及び附属書類は、地方公営企業法その他関係法令等の規

定に従って作成されており、事業の経営成績及び財政状態を適正に表示されているも

のと認めた。 

 

５  審査の概要 

  審査の概要は次のとおりである。 
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(１）業務実績について 

増減 増減率(%)

人 18,466 18,967 △ 501 △ 2.6

人 18,505 19,007 △ 502 △ 2.6

％ 99.8 99.8 0.0 -

戸 10,317 10,378 △ 61 △ 0.6

年 間 ㎥ 2,988,601 2,924,509 64,092 2.2

１ ヶ 月 平均 ㎥ 249,050 243,709 5,341 2.2

１ 日 平 均 ㎥ 8,188 8,012 176 2.2

年 間 ㎥ 2,151,523 2,225,725 △ 74,202 △ 3.3

１ ヶ 月 平均 ㎥ 179,294 185,477 △ 6,183 △ 3.3

１ 日 平 均 ㎥ 5,895 6,098 △ 203 △ 3.3

㎥ 12,369 10,738 1,631 15.2

％ 72.0 76.1 △ 4.1 △ 5.4

ｍ 369,280 369,280 0 0.0

㎥/日 13,820 13,820 0 -

導 送 配 水 管 延 長

施 設 能 力

配 水 量

有 収 水 量

１ 日 最 大 配 水 量

有 収 率

給 水 人 口

給 水 区 域 内 人 口

普 及 率

給 水 戸 数

事 項
前年度対比

単位 令和４年度 令和３年度

 

令和３年度と令和４年度を比較すると年間配水量では、64,092㎥増加となっているが、

年間有収水量は 74,202 ㎥減少している。 

また、年度末の給水人口は、18,466 人で前年度と比較し 501 人減少、給水戸数は 10,317

戸で前年度と比較し61戸減少した。給水区域内の普及率は99.8%と前年度と同様である。 

 

(２）収益的収入及び支出について 

収益的収入は、予算額 768,481,000 円に対し、決算額は 773,520,283 円で 5,039,283

円上回り、収入率は 100.7%となり、前年度と比較すると 36,983,985 円（5.0%）増加して

いる。 

営業収益の主なものは、水道料金の 459,642,390 円であり、営業外収益の主なものは、

他会計からの補助金 223,995,000 円、長期前受金戻入 77,249,557 円である。 
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収　　　入

令和３年度

予 算 額 決 算 額 構成比 決 算 額 増 減 額 比　率

768,481,000 773,520,283 736,536,298 36,983,985 105.0%

１.営業収益 462,885,000 467,754,790 60.5% 484,742,930 △ 16,988,140 96.5%

２.営業外収益 305,594,000 305,765,493 39.5% 251,789,269 53,976,224 121.4%

３.特別利益 2,000 0 0.0% 4,099 △ 4,099 皆減

            （単位：円）

対前年度令和４年度
区　　分

水道事業収益

 

 

収益的支出は、予算額 768,481,000 円に対し決算額は 727,855,351 円で、執行率は 94.7%

となっている。 

なお、不用額 40,625,649 円を生じているが、この主なものは、営業費用の修繕費、動力

費及び固定資産除却費である。 

決算額は、前年度と比較すると 30,999,183 円（4.4%）増加している。 

営業費用は、水の供給に係る経費で 685,201,613 円(94.1%)、うち現金支出を伴わない減

価償却費は 334,700,244 円(46.0%)となっている。 

営業外費用は、施設整備投資資金の支払利息等で 42,210,029 円(5.8%)である。 

 

支　　出

令和３年度

予　算　額 決　算　額 構成比 決　算　額 増　減　額 比　率

768,481,000 727,855,351 696,856,168 30,999,183 104.4%

１.営業費用 721,779,000 685,201,613 94.1% 639,722,627 45,478,986 107.1%

２.営業外費用 43,401,000 42,210,029 5.8% 57,066,341 △ 14,856,312 74.0%

３.特別損失 501,000 443,709 0.1% 67,200 376,509 660.3%

４.予備費 2,800,000 0 0.0% 0 0 ―

水道事業費用

令和４年度 対前年度
区　　分

            （単位：円）

 

 

消費税抜きの総収益は 730,746,067 円、総費用は 715,808,679 円となっており、事業

収支で 14,937,388 円の純利益を生じている。当年度未処分利益剰余金は、前年度からの

繰越利益剰余金 18,691,451 円及び減債積立金の取崩し 10,000,000 円を合算した

43,628,839 円となっている。 
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(３）資本的収入及び支出について 

収入決算額は 291,373,000 円で、内訳は企業債 198,400,000 円、負担金 1,012,000 円、

補助金 20,620,000 円及び出資金 71,341,000 円となっている。 

収　　　入

令和３年度

予　算　額 決　算　額 構成比 決　算　額 増　減　額 比　率

308,962,000 291,373,000 176,842,000 114,531,000 164.8%

１.企業債 213,500,000 198,400,000 68.1% 104,800,000 93,600,000 189.3%

２.負担金 1,020,000 1,012,000 0.3% 1,964,000 △ 952,000 51.5%

３.補助金 22,500,000 20,620,000 7.1% 1,400,000 19,220,000 1472.9%

５.固定資産
　　　売却代金

1,000 0 0.0% 0 0 ―

６.出資金 71,941,000 71,341,000 24.5% 68,678,000 2,663,000 103.9%

             （単位：円）

対前年度令和４年度
区　　分

資本的収入

 

資本的支出の建設改良事業は、国庫補助事業の採択を受けて実施した重要給水施設配

水管布設替工事 87,445,000 円、単独事業として老朽管更新事業 69,595,000 円（うち実施

測量設計業務 12,390,000 円）、西海調整池計装設備更新工事 5,680,000 円、遠方監視制御

システム更新工事 68,200,000 円、消火栓設置工事（緑）1,012,000 円、防城成川配水池

水位計・流量計更新工事 2,530,000 円、内泊配水池流量計変換器更新工事 957,000 円、東

小山配水池滅菌機更新工事 237,600 円、菊川浄水場・猫田配水池テレメーター更新工事

1,045,000 円、城辺浄水場沈殿池薬注及びろ過池計装設備修繕工事 12,650,000 円、内海

地区配水管移設補償設計業務 4,390,000 円を実施、また、令和３年度繰越事業として老朽

管更新事業 90,040,000 円及び御荘浄水場膜ろ過原水ポンプ高調波ユニット取替修繕

4,950,000 円を実施している。 

企業債償還金は、地方公共団体金融機構債が 20 件で 56,426,883 円、財政融資資金が

72 件で 168,303,386 円、銀行等が３件で 7,603,967 円である。 

支　　出

令和３年度

予　算　額 決　算　額 構成比 決　算　額 増　減　額 比　率

600,708,000 582,087,985 422,447,583 159,640,402 137.8%

１.建設改良費 367,982,000 349,362,840 60.0% 192,186,725 157,176,115 181.8%

２.企業債償還金 232,335,000 232,334,236 39.9% 229,919,949 2,414,287 101.1%

３.補助金返還金 391,000 390,909 0.1% 340,909 50,000 114.7%

             （単位：円）

資本的支出

令和４年度 対前年度
区　　分
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資本的収入額が資本的支出に対して不足する額 290,714,985 円の補てん財源は、次表

のとおりである。 

資本的収支の不足額補てん内訳             （単位：円）

区分 収　　入 支　　出 不　足　額 補てん財源

当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額

31,755,869

過年度分損益勘定留保資金

248,959,116

減債積立金

10,000,000

290,714,985291,373,000

決
　
算
　
額

582,087,985

 

資本的収支は収入が 291,373,000 円で支出が 582,087,985 円であり、収支差引で

290,714,985円が不足することとなり、過年度分損益勘定留保資金等で補てんしている。 

将来にわたって災害に強く安心で安定した水の供給を行うためには、配水管の耐震管

への更新や老朽施設等の改良工事を実施しなければならないため、計画的な実施を心掛

け過大投資にならないよう事業実施に当たっていただきたい。 

 

(４）特別損失について 

特別損失は、過年度水道料金の減免にかかるものが 52,800 円及び国庫補助金に係る消

費税相当額返還金の更正 390,909 円である。 

 

(５) 有収率について 

 有収率は、72.0%で、前年度に比べ 4.1 ポイント減少している。 

有収率の状況 

区　　　　　分 令和４年度 令和３年度 増　減

 年間総配水量　（㎥） 2,988,601 2,924,509 64,092

 年間総有収水量（㎥） 2,151,523 2,225,725 △ 74,202

年間総有収水量
年間総配水量

備考

 有　 収　 率　（％） 72.0 76.1 △ 4.1
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(６) 財政状態 

①資産 

資産合計は、固定資産と流動資産で 8,207,497,165 円であり、前年度より

82,626,399 円(1.0%)増加している。 

・固定資産 

固定資産合計は 7,202,036,635 円であり、主なものは有形固定資産の土地

260,328,047 円、建物 180,076,828 円、構築物 5,313,837,062 円、機械及び装置

1,181,855,864 円及び無形固定資産 193,634,181 円である。なお、固定資産合計は

前年度に比較し 20,792,006 円(0.3%)の減少となっている。減価償却累計額が増加し

ており、施設が老朽化している傾向にある。 

・流動資産 

流動資産合計は 1,005,460,530 円であり、内訳は現金預金 949,821,937 円、未収

金43,109,902円、貸倒引当金2,406,000円及び貯蔵品14,934,691円となっている。

また未収金には、生活基盤施設耐震化等交付金 20,620,000 円を含んでいる。 

②負債 

負債合計は4,607,740,701円であり、前年度より3,651,989円(0.1％)減少している。

内訳として、固定負債が企業債 2,971,991,941 円、流動負債が次年度に償還する企業

債 248,467,226 円、未払金が 118,869,432 円、引当金 6,953,000 円及びその他流動負

債 7,400 円である。繰延収益は 1,261,451,702 円である。負債の主な減少要因は固定

負債の企業債の減少である。 

③資本 

資本合計は、資本金と剰余金で 3,599,756,464 円であり、前年度より 86,278,388

円（2.5%）増加している。 

・資本金 

資本金は 3,251,011,246 円であり、前年度より 81,341,000 円（2.6％）増加してい

る。これは一般会計からの出資金及び未処分利益剰余金を資本金へ組入れしたこと

によるものである。 

・剰余金 

剰余金合計は 348,745,218 円であり、内訳は資本剰余金が 79,516,379 円で、利益

剰余金が 269,228,839 円（減債積立金 89,600,000 円、利益積立金 10,000,000 円、建設改良

積立金 126,000,000 円及び当年度未処分利益剰余金 43,628,839 円）である。 
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６  総括意見 

令和４年度の給水人口は、前年度と比較して 501 人減少（2.6%減）し、給水戸数は 61 戸

（0.6%減）減少、年間有収水量は 74,202 ㎥減少（3.3%減）している。水道料金収入は、

459,642,390 円（消費税込）で前年度と比較して、15,128,890 円（消費税込）減少している。 

水道事業支出は、営業費用の減価償却費及び資産減耗費が水道事業費用（消費税込）の

46.5％を占めている。事業費を前年度と比較すると営業費用は 7.1%の増加、営業外費用は

26.0%減少しており、事業費全体では前年度に比べ 4.4％の増加であり、効果的な事業運営

及び経費の節減に努めるよう更なる努力をお願いしたい。 

資本的収支においては、企業債を借入れして建設改良事業を行っている。収益的収支に

おいて減価償却費が減少傾向にあることで、保有施設の老朽化が表れていることからも、

安心で安全な水の安定供給を行うためには水道施設の更新を図ることが重要であり、給水

人口の減少や少子化を見据え収益とのバランスをとりながら、長期的な視野に立って計画

的に実施していく必要がある。 

次に、水道料金の徴収について、収納率は 98.5％で前年度に比べ 0.3%減少している。 

物価高騰による経済的影響も勘案しながらも、受益者負担の公正を期する上で、滞納の

未然防止に努めるとともに、債権回収の強化及び債権の適切な整理に引続き取り組まれた

い。 

終わりに、供給単価よりも給水原価が高いことから給水にかかる費用が水道料金で賄わ

れているかを表す料金回収率は 100％を下回っている。平成 29 年度より簡易水道事業を上

水道事業に統合し事業規模の拡大が図られているが、災害に強い施設整備はもとより経費

の節減と資産の効率的・計画的運用による経営健全化・効率化の推進に努め、安全で安心

できる水道水の供給とサービス向上に取り組まれるよう一層の努力を望む。 


